収支予算書（その他事業）
【 様式例 】　※日本工業規格Ａ列４番の大きさの用紙で提出してください。収支予算書

次の例を参考に、設立の初年度と翌年度の収支予算書を「特定非営利活動に係る事業」と「その他の事業」の事業毎に、それぞれ別のペーパーで作成してください。
	初年度　特定非営利活動に係る事業会計収支予算書

                                 　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　特定非営利活動法人　○○○○

　　　　　　　　　         　　　　成立の日から平成２３年３月３１日まで　    　　（単位　千円）

	
	科　　　　　目
	予算額
	備　考
	

	
	 Ⅰ　収入の部

　１　入会金・会費収入

　　　　正会員入会金収入 

　　　　正会員会費収入　 

　　　　賛助会員会費収入 
　２　事業収入

　　　　訪問介護事業

　　　　ホームヘルパー養成事業 
　３　その他の事業繰入金収入 

当期収入合計（Ａ）

前期繰越収支差額（設立時資金有高）

 　　　収入合計（Ｂ）

 Ⅱ　支出の部

　１　事業費

　　　　訪問介護事業

　　　　ホームヘルパー養成事業
　２　管理費

　　　　役員報酬

　　　　給与手当
(事務局職員)  

　　　　家賃

　　　　通信費

　　　　消耗品費

　３　予備費

当期支出合計（Ｃ）

当期収支差額(A)-(C)

　　　次期繰越収支差額(B)-(C)
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	
	
	
	
	

	 　※　積算は事業計画書に記載


	初年度　その他の事業会計収支予算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　成立の日から平成２３年３月３１日まで　　　　　（単位　千円）

	
	科　　　　　目
	予算額
	備　考
	

	
	 Ⅰ　収入の部

　１　事業収入

　　　　駐車場賃貸事業 

当期収入合計（Ａ） 

　　　前期繰越収支差額 （設立時資金有高）

　　　収入合計（Ｂ）

 Ⅱ　支出の部

　１　事業費

　　　　駐車場賃貸事業 

　２　予備費

　３　特定非営利活動事業繰入金支出

当期支出合計（Ｃ）

当期収支差額(A)-(C)

　　　　次期繰越収支差額(B)-(C)


	　　 


	
	

	
	
	　 
	
	

	　※　積算は事業計画書に記載



（例）
	初年度　特定非営利活動に係る事業会計収支予算書

                                 　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　特定非営利活動法人　○○○○

　　　　　　　　　         　　　　成立の日から平成２３年３月３１日まで　    　　（単位　千円）

	
	科　　　　　目
	予算額
	備　考
	

	
	 Ⅰ　収入の部

　１　入会金・会費収入

　　　　正会員入会金収入 

　　　　正会員会費収入　 

　　　　賛助会員会費収入 
　２　事業収入

　　　　訪問介護事業

　　　　ホームヘルパー養成事業 

　３　その他の事業繰入金収入 

当期収入合計（Ａ）

前期繰越収支差額（設立時資金有高）

 　　　収入合計（Ｂ）

 Ⅱ　支出の部

　１　事業費

　　　　訪問介護事業

　　　　ホームヘルパー養成事業

　２　管理費

　　　　役員報酬

　　　　給与手当
(事務局職員)  

　　　　家賃

　　　　通信費

　　　　消耗品費


　３　予備費

当期支出合計（Ｃ）

当期収支差額(A)-(C)

　　　次期繰越収支差額(B)-(C)
	500 

500 

500 

  2,700

300 
700

  5,200

　　 0
	10千円×50人

10千円×50人

10千円×50人


※

※

	

	
	
	  5,200

  2,500

300 

90 

810 

630 

200

200

470


	※

※

10千円×1人×9月

90千円×1人×9月

70千円×9月



	

	
	
	  5,200


	
	

	
	
	　　 0


	
	

	
	
	　　 0
	
	

	 　※　積算は事業計画書に記載


	初年度　その他の事業会計収支予算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　成立の日から平成２３年３月３１日まで　　　　　（単位　千円）

	
	科　　　　　目
	予算額
	備　考
	

	
	 Ⅰ　収入の部

　１　事業収入

　　　　駐車場賃貸事業 

当期収入合計（Ａ） 

　　　前期繰越収支差額 （設立時資金有高）

　　　収入合計（Ｂ）

 Ⅱ　支出の部

　１　事業費

　　　　駐車場賃貸事業 

　２　予備費

　３　特定非営利活動事業繰入金支出

当期支出合計（Ｃ）

当期収支差額(A)-(C)

　　　　次期繰越収支差額(B)-(C)


	900 

900

　　 0

900
	※

	

	
	
	100

100

700
900
0
　 0
	
	

	　※　積算は事業計画書に記載



【 その他 】

①　この書面は、申請後２ヶ月縦覧されますので、市民の目からみてどのような事業がどのように実施されるのか、次のような点にも配慮して、わかりやすく記載してください。
ア　事業収入・支出は、事業ごとに記入し、事業計画書と合致させてください。

イ　入会金・会費収入、役員報酬・給料手当をはじめ、各科目について、可能な限り積算を記入してください。但し、事業収入及び事業支出については、備考欄に※を付し、欄外に「※積算は事業計画書に記載」とすることも可能です。
ウ　法人が行おうとする事業のために直接的に必要な費用は、事業ごとに事業費として記入し、総会の開催経費や事務所の家賃など法人を維持するために最低限必要な費用等を管理費として区分して記入してください。（その際、管理費が事業費を上回るなど多額になる場合は、その理由等を備考欄などに記入してください。）
「その他の事業」の収益は、特定非営利活動に係る事業に繰入れてください。





科目については、４２ページ以降を参照してください。





「その他の事業」が定款で規定されており、当該年度においては事業を実施しない場合は、収入及び支出がゼロの収支予算書を作成してください。









































































































































































































































































































































































































































可能な限り積算を記載してください。





定款の附則で定めている設立当初の金額と一致させた内訳を記載してください。





翌年度の前期繰越金の額となります。





すべての管理費支出をまとめた数字で記載せず、科目別に分けて記載してください。





管理費とは、法人の維持・管理に必要な費用をいいます。ＮＰＯ法人は、ＮＰＯ活動を行うことを主たる目的とすることから、事業費の支出額より管理費の支出額が大きいことは、原則として認められません。





すべての事業支出をまとめた数字で記載せず、事業計画書で記載した事業ごとに記載してください。





翌年度は、前年度の次期繰越金の金額を記載してください。





すべての事業収入をまとめた数字で記載せず、事業計画書で記載した事業ごとに記載してください。





科目については、４２ページ以降を参照してください。





初年度は「成立の日から」と記載した上で、法人として成立するまでの期間（申請から４ヶ月後）を考慮して作成してください。
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